
款．項．目

１．１．１

一般被保険
者国民健康
保険税

　

1
医療給付
費分現年
課税分

782,598,843 円

2

後期高齢
者支援金
分現年課
税分

200,083,647 円

3
介護納付
金分現年
課税分

59,995,841 円

4
医療給付
費分滞納
繰越分

33,500,160 円

5

後期高齢
者支援金
分滞納繰
越分

7,938,248 円

6
介護納付
金分滞納
繰越分

3,574,527 円

款．項．目

１．１．２
退職被保険
者等国民健
康保険税

　

4
医療給付
費分滞納
繰越分

91,822 円

5

後期高齢
者支援金
分滞納繰
越分

24,930 円

6
介護納付
金分滞納
繰越分

20,274 円

款．項．目

２．１．１
督促手数料

1
督促手数
料

423,811 円 督促　5,432件

令和４年度　合志市国民健康保険特別会計決算説明資料

（歳入）
決　　算　　額 〈説明〉

1,087,691,266 円

　・一般被保険者の医療給付費等に要する費用から県支出金等を除いた分を、
保険税として賦課し徴収したものである。
　（税率等の状況）
　医療分　　所得割　9.0％　　均等割　27,400円　平等割　26,300円
　支援分　　所得割　2.3％　　均等割    6,600円　平等割　 6,700円
　介護分　　所得割　1.7％　　均等割　  8,000円　平等割   6,000円

節ごとの決算額 詳　　　　　　　　細

     調定額： 823,080,400円　　　　還付未済額：　　768,415円
     収納額： 782,598,843円　　　　　　　未収額：40,481,557円
     収納率：  94.99％

     調定額：210,592,000円　　　 　還付未済額：　　　79,708円
     収納額：200,083,647円　　　　 　　　未収額： 10,508,353円
     収納率：  94.97％

     調定額： 65,237,600円　　　　 還付未済額：　　　23,177円
     収納額： 59,995,841円　　　　   　　未収額：   5,241,759円
     収納率：  91.93％

     調定額： 169,325,761円
     収納額：   33,500,160円　　　 未収額： 130,696,430円
     収納率：   19.78％　         不納欠損額:   5,129,171円

     調定額： 42,325,988円
     収納額：   7,938,248円　　　　 未収額： 33,148,716円
     収納率：  18.76％　         不納欠損額:  1,239,024円

     調定額： 19,112,895円
     収納額：   3,574,527円　　　　  未収額： 14,999,406円
     収納率：  18.70％　         不納欠損額:      538,962円

決　　算　　額 〈説明〉

137,026 円

　・退職被保険者等の医療給付費等に要する費用から療養給付費等交付金等
を除いた分を、保険税として賦課し徴収したものである。
※令和4年度退職被保険者数は０名のため、現年度賦課なし。

節ごとの決算額 詳　　　　　　　　細

     調定額： 1,219,365円
     収納額： 　  91,822円　　　　 　 未収額： 648,333円
     収納率：     7.53％     　 　不納欠損額: 479,210円

     調定額：   334,374円
     収納額：     24,930円　　          未収額：175,456円
     収納率：     7.46％　   　    不納欠損額：133,988円

     調定額： 310,662円
     収納額： 　20,274円　　　     　　  未収額：163,050円
     収納率：    6.52％　        　  不納欠損額:127,338円

決　　算　　額 〈説明〉

423,811 円

　・納税義務者が納期限までに国保税を完納しない場合において、納期限後２０
日以内に督促状を発し、督促状１通につき８０円を徴収したものである。

節ごとの決算額 詳　　　　　　　　細

資料１‐２
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款．項．目

４．１．１
保険給付費
等交付金

1
普通交付
金

4,507,055,089 円 普通交付金　　4,507,055,089円

2
特別交付
金

157,254,000 円

款．項．目

５．１．１
利子及び配
当金
　

1
利子及び
配当金

134,900 円

款．項．目

６・１・１
一般会計繰
入金
　

1
保険基盤
安定繰入
金

322,021,947 円

2
事務費繰
入金

54,977,028 円

3
出産一時
金等繰入
金

10,867,936 円

4
財政安定
化支援事
業繰入金

52,421,867 円

款．項．目

６．２．１
財政調整基
金繰入金

1
財政調整
基金繰入
金

99,924,000 円

決　　算　　額 〈説明〉

4,664,309,089 円

平成30年度からの都道府県化により、市で負担した保険給付費分に対する普通
交付金と特定健康診査等分補助金及び保険者努力支援分からなる特別交付金
を交付されたものである。

節ごとの決算額 詳　　　　　　　　細

特別交付金　　　157,254,000円
　（内訳）
　　・国の特別調整交付金　100,658,000円
　　・国の保険者努力支援交付金　34,079,000円
　　・特定健康診査等分　9,360,000円
　　・県繰入金分　13,157,000円

決　　算　　額 〈説明〉

134,900 円

　・国保財政調整基金の運用による利子収入である。

節ごとの決算額 詳　　　　　　　　細

（内訳）　9月：65,101円　　10月：45,980円
　　　　　 1月：14,733円　　 3月：　9,086円

決　　算　　額 〈説明〉

440,288,778 円

　・国民健康保険の財政基盤の安定を図るため、一般被保険者国保税の軽減分
及び出産育児一時金、財政安定化支援事業、国民健康保険事務費に要する経
費を一般会計から繰り入れるものである。この繰り入れに要する経費について
は、地方交付税により措置されている。

節ごとの決算額 詳　　　　　　　　細

 ・保険税軽減分　　205,392,304円
 ・保険者支援分　　112,861,918円

国民健康保険事務費分（報酬、需用費、役務費、委託料等）

出産育児一時金支払額 16,301,903円の2/3

低所得世帯 35,851,984円
高齢者割合に対する支援分 16,569,883円

決　　算　　額 〈説明〉

99,924,000 円

・国民健康保険の健全な財政維持のため、積み立てた基金を活用するものであ
る。

節ごとの決算額

財源調整のための基金繰入　 99,924,000円
※令和4年度末残高：471,713,813円
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款．項．目

７．１．１
その他繰越
金
　

1
その他繰
越金

47,820,016 円

款．項．目

８．１．１
一般被保険
者延滞金

1 延滞金 6,110,900 円 件数845件

款．項．目

８．４．３
一般被保険
者第三者納
付金
　

1
一般被保
険者第三
者納付金

2,552,304 円 納付件数：53件

款．項．目

８．４．５
一般被保険
者返納金

1
一般被保
険者返納
金

371,228 円 返納件数 36件

款．項．目

８．４．７
雑入
　

1 雑入 16,769,456 円

合　　　計 円

決　　算　　額 〈説明〉

47,820,016 円

　・前年度決算剰余金を繰り越したものである。

節ごとの決算額

R3決算剰余金 47,820,016円

決　　算　　額 〈説明〉

6,110,900 円

　・一般被保険者が納期限を過ぎても完納しない場合に、条例に基づき延滞金
を徴収したものである。

節ごとの決算額 詳　　　　　　　　細

決　　算　　額 〈説明〉

2,552,304 円

　・一般被保険者が第三者行為（交通事故等）によって負傷し、国保で受診した
分の費用（保険者負担分）を加害者に請求し徴収したものである。

節ごとの決算額 詳　　　　　　　　細

決　　算　　額 〈説明〉

371,228 円

　・一般被保険者の資格喪失後の医療費の返還分である。

節ごとの決算額 詳　　　　　　　　細

決　　算　　額 〈説明〉

16,769,456 円

　令和3年2月分診療報酬の概算請求の精算（返還金）が主なものである。

節ごとの決算額 詳　　　　　　　　細

　（主なもの）
　・一般被保険者療養給付費過年度分返還金　16,729,835円

6,366,532,774
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款．項．目

１．１．１
一般管理費
　

　

1 報酬 7,841,828 円 会計年度任用職員

（レセプト点検5人、電算入力事務1人） 7,841,828 円

3
職員手当
等

1,484,580 円 会計年度任用職員期末手当 1,484,580 円

8 旅費 117,100 円 会計年度任用職員通勤手当 117,100 円

10 需用費 1,290,645 円 消耗品費（追録、書籍、パンフレット他） 871,435 円

印刷製本費（保険証、限度額認定証他） 419,210 円

11 役務費 4,217,243 円 共同電算通信料 71,280 円

国保情報集約システム手数料（資格情報、給
付情報管理）

1,139,733 円

郵便料（保険証、高額療養費・療養費支給決
定）

3,006,230 円

12 委託料 5,111,190 円 共同電算委託料 4,580,488 円

コクホライン及び共同電算保守点検 440,000 円

第三者行為求償事務委託料 90,702 円

款．項．目

１．１．２
連合会負担
金
　　

18 2,789,693 円 国保連合会負担金 1,973,000 円

広報共同事業負担金 301,605 円

国保総合システム保険者設置機器保守負担
金

85,419 円

オンライン資格確認等システム運営負担金 276,852 円

連合会保健事業等保険者支援負担金 152,817 円

款項目

１．２．１
賦課徴収費
　

10 需用費 147,180 円 印刷製本費（国保税納税通知書用封筒他） 147,180 円

11 役務費 2,494,991 円 納税通知書等郵便料 1,189,376 円

口座振替等手数料 1,305,615 円

12 委託料 4,055,937 円 国民健康保険税納付書封入業務委託 252,137 円

システム修正委託（子どもに係る国民健康保
険料等の均等割額の減額措置_料金後納修
正）

3,803,800 円

款．項．目

１．３．１
運営協議会
費

　

1 報酬 74,200 円 報酬 74,200 円

3 職員手当 24,067 円 時間外勤務手当 24,067 円

8 旅費 57,200 円 費用弁償 57,200 円

（歳出）
決　　算　　額 〈事業の説明〉

20,062,586 円
　・国保事務に必要な物件費に要する経費として支出したものである。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

決　　算　　額 〈事業の説明〉

2,789,693 円
　・熊本県国民健康保険団体連合会の負担金、国保システム維持管理の負担金
及び国保制度啓発のための負担金を支出したものである。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

負担金補助
及び交付金

決　　算　　額 〈事業の説明〉

6,698,108 円
　・国民健康保険の賦課、徴収に要する経費として支出したものである。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

決　　算　　額 〈事業の説明〉

155,467 円
　・合志市国保運営協議会の開催に要した費用である。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細
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款項目

２．１．１
一般被保険
者療養給付
費

18 3,893,171,394 円 一般被保険者療養給付費負担金 3,893,171,394 円

戻入未済額 1,351,038 円

款項目

２．１．３
一般被保険
者療養費
　

18 32,052,889 円 一般被保険者療養費負担金 32,052,889 円

款項目

２．１．５
審査支払手
数料

12 委託料 11,090,028 円 レセプト審査支払手数料 10,589,570 円

レセプト電算処理システム手数料 134,640 円

柔道整復療養費審査支払手数料 241,672 円

あはき療養費審査支払手数料 124,146 円

款項目

２．２．１
一般被保険
者高額療養
費

18 601,716,630 円 一般被保険者高額療養費負担金 601,716,630 円

款項目

２．２．３
一般被保険
者高額介護
合算療養費

18 350,239 円 一般被保険者高額介護合算療養費負担金 350,239 円

（支給件数：27件）

款項目

２．４．１
出産育児一
時金

18 16,301,903 円 出産育児一時金 16,301,903 円

（支給決定件数：39件）

款項目

２．４．２
審査支払手
数料

12 委託料 7,560 円 出産育児一時金支払手数料（210円×36件） 7,560 円

決　　算　　額 〈事業の説明〉

3,893,171,394 円

　・一般被保険者の入院・入院外・歯科・調剤等に要する費用の７割（義務教育
就学前及び現役並み所得者以外の７０歳以上は8割）を負担したものである。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

負担金補助
及び交付金

決　　算　　額 〈事業の説明〉

32,052,889 円

　・一般被保険者のコルセット等治療用装具及び柔道整復師の行う施術料等の
保険者負担分である。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

負担金補助
及び交付金

決　　算　　額 〈事業の説明〉

11,090,028 円
　・国保連合会が行った診療報酬審査等に要した経費である。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

決　　算　　額 〈事業の説明〉

601,716,630 円

　・一般被保険者の医療費一部負担額が１ヵ月当たりの自己負担限度額を超え
た場合に、その超えた額を支給したものである。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

負担金補助
及び交付金

決　　算　　額 〈事業の説明〉

350,239 円

　・一般被保険者の医療費一部負担額と介護一部負担額の１年間の合算額が
自己負担限度額を超えた場合に、その超えた額を支給したものである。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

負担金補助
及び交付金

決　　算　　額 〈事業の説明〉

16,301,903 円

　・被保険者が分娩したとき、一産児当たり４２万円（死産等の場合40万8千円）を
出産育児一時金として支給したものである。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

負担金補助
及び交付金

決　　算　　額 〈事業の説明〉

7,560 円

　・出産育児一時金の直接支払制度利用の場合に、国保連合会に支払った事
務手数料である。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細
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款項目

２．５．１
葬祭費

18 1,460,000 円 葬祭費 1,460,000 円

（支給件数：73件）

款項目

２．６．１
傷病手当金

18
負担金補助
及び交付金

902,160 円
傷病手当金
（支給件数：30件）

902,160 円

款項目

３．１．１
一般被保険
者医療給付
費分

18 1,179,644,094 円 一般被保険者分医療給付費納付金 1,179,644,094 円

款項目

３．１．２
退職被保険
者等医療給
付費分

18 261,785 円 退職被保険者等分医療給付費納付金 261,785 円

款項目

３．２．１
一般被保険
者後期高齢
者支援金等
分

18 322,764,950 円 一般被保険者後期高齢者支援分納付金 322,764,950 円

款項目

３．２．２
退職被保険
者等後期高
齢者支援金
等分

18 21,000 円 退職被保険者後期高齢者支援分納付金 21,000 円

款項目

３．３．１
介護納付金
分

18 121,063,438 円 介護納付金分納付金 121,063,438 円

決　　算　　額 〈事業の説明〉

1,460,000 円
　・被保険者が死亡したとき、当該被保険者の葬祭を執り行ったものに対して、一
人当たり２万円を葬祭費として支給したものである。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

負担金補助
及び交付金

決　　算　　額 〈事業の説明〉

902,160 円

　・新型コロナウイルス感染症の療養のため、休職し給与支給を受けられない場
合に傷病手当金を支給したものである。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

決　　算　　額 〈事業の説明〉

1,179,644,094 円

　・国保制度改正に伴い平成30年度から新規計上されたもの。
県が市町村毎の医療費水準及び所得水準を基に決定した国民健康保険事業
費納付金を県に納付する。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

負担金補助
及び交付金

決　　算　　額 〈事業の説明〉

261,785 円

　・国保制度改正に伴い平成30年度から新規計上されたもの。
県が市町村毎の医療費水準及び所得水準を基に決定した国民健康保険事業
費納付金を県に納付する。
※翌々年度において精算。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

負担金補助
及び交付金

決　　算　　額 〈事業の説明〉

322,764,950 円

　・国保制度改正に伴い平成30年度から新規計上されたもの。
県が決定した後期高齢者支援金等分の納付金を県に納付する。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

負担金補助
及び交付金

決　　算　　額 〈事業の説明〉

21,000 円

　・国保制度改正に伴い平成30年度から新規計上されたもの。
県が決定した後期高齢者支援金等分の納付金を県に納付する。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

負担金補助
及び交付金

決　　算　　額 〈事業の説明〉

121,063,438 円
　・国保制度改正に伴い平成30年度から新規計上されたもの。
県が決定した介護納付金分の納付金を県に納付する。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

負担金補助
及び交付金
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款項目

４．１．１
共同事業拠
出金

18 145 円 退職者医療共同事業拠出金 145 円

款項目

６．１．１
保健衛生普
及費

1 報酬 8,110,236 円 会計年度任用職員 8,110,236 円

（訪問看護師2人、訪問栄養士3人）

3
職員手当
等

1,299,532 円 会計年度任用職員期末手当 1,299,532 円

8 旅費 95,600 円 会計年度任用職員通勤手当 95,600 円

10 需用費 152,218 円 消耗品費 47,080 円

修繕費 53,550 円

燃料費（訪問指導車2台分） 51,588 円

11 役務費 1,621,942 円
郵便代（医療費通知・ジェネリック差額通知送
付）

1,621,942 円

12 委託料 2,768,219 円 共同電算手数料 872,857 円

疾病分類等業務委託料 1,341,553 円

医療費通知・ジェネリック差額通知作成委託
料

553,809 円

13
使用料及び
賃借料

174,960 円 訪問指導車リース料（2台） 174,960 円

款項目

６．１．２
鍼灸費

10 需用費 47,850 円 印刷製本費 47,850 円

18 1,366,000 円 はりきゅう費補助 1,366,000 円

（施術券交付世帯数：世帯）

決　　算　　額 〈事業の説明〉

145 円

　・退職者医療制度該当者のリスト作成のための経費である。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

負担金補助
及び交付金

決　　算　　額 〈事業の説明〉

14,222,707 円

　・医療費通知・ジェネリック医薬品差額通知の送付や疾病分類、訪問指導等の
実施による重症化、長期化の防止のための経費である。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

決　　算　　額 〈事業の説明〉

1,413,850 円

　・被保険者が、はりきゅうの施術を受けやすいように、一世帯につき年間30枚を
上限として施術券を交付し、施術１回について1,000円を補助したものである。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

負担金補助
及び交付金
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款項目

６．２．１
特定健康診
査等事業費

3 職員手当等 195,395 円 時間外勤務手当 195,395 円

7 報償費 100,000 円 健診受診者景品 100,000 円

10 需用費 555,616 円 消耗品費（保健指導用資料他） 135,581 円

印刷製本費（特定健診啓発パンフレット、無料
クーポン券、ﾌﾟｰﾙ・トレーニングジム利用補助
券）

420,035 円

11 役務費 1,009,200 円
郵便代（特定健診受診調査票、無料クーポン
券、受診券、受診勧奨通知、健診結果説明会
通知等）

1,009,200 円

12 委託料 44,224,548 円 希望調査票システム改修費用 415,800 円

人間ドック委託料（82５人分） 21,567,000 円

特定健診委託料（1,62６人分） 12,263,834 円

特定保健指導委託料 1,278,518 円

特定健診2次健診委託料 102,366 円

尿蛋白定量検査 22,110 円

プレミアム健診 710,443 円

特定健診事務委託料　　　　　　（問診票等封入、健診受診者入力） 103,456 円

特定健診データ管理手数料 719,107 円

人間ドックデータ申請入力作業委託 66,000 円

特定健診無料クーポン券(1,500円×51人） 76,500 円

特定健診無料クーポン封入委託 101,860 円

生活習慣病健診委託料 582,618 円

糖尿病性腎症重症化予防検査 14,676 円

未受診者対策訪問勧奨事業 1,769,900 円

特定健診未受診者対策（郵便通知、電話） 4,048,000 円

健診希望調査表封入業務委託 382,360 円

13
使用料及び
賃借料

746,600 円 利用補助券(プール・トレーニングジム補助券）（3,730件） 746,600 円

款項目

７．１．１
財政調整基
金積立金

24 積立金 24,134,900 円 国民健康保険事業財政調整基金積立金 24,000,000 円

国民健康保険事業財政調整基金利子積立金 134,900 円

款項目

８．１．２
利子

24 積立金 82,191 円 一時借入金利子 82,191 円

決　　算　　額 〈事業の説明〉

46,831,359 円

　・平成20年度から全医療保険者に40～74歳の被保険者等を対象とした特定健
診・保健指導が義務付けられたことに伴い、その取組みとして必要な事業に要し
た経費である。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

決　　算　　額 〈事業の説明〉

24,134,900 円

　・前年度繰入金のうち1/2を基金へ積み立てを行った。また、基金の運用から
生じる収益を歳入予算に計上した後、国民健康保険事業財政調整基金に積み
立てたものである。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

決　　算　　額 〈事業の説明〉

82,191 円
　・国保特別会計において一般金融機関から一時借り入れを行った際の利息を
支出したもの。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細
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款項目

９．１．１
一般被保険
者保険税還
付金

22 10,677,380 円 一般被保険者保険税還付金（149件） 10,677,380 円

款項目

９．１．３
償還金

22 3,636,000 円 過年度県費返納金 3,636,000 円

合　　　計 円

円
　・過年度特別交付金交付確定による返納金である。

決　　算　　額 〈事業の説明〉

10,677,380 円

　・遡って社会保険等加入が判明したことなどにより、一般被保険者に対して過
年度分の国保税を還付したものである。

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

償還金利子
及び割引料

6,311,512,456

節ごとの所要額 詳　　　　　　　　細

償還金利子
及び割引料

決　　算　　額 〈事業の説明〉

3,636,000
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